（財）県民ボランティア振興基金支援事業
平成２０年度ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業募集要項
	　非営利の社会貢献活動を行っている団体の活動の促進を図るため、「ＮＰＯサポート団体（※２）支援事業」及び「ＮＰＯ交流促進事業」、｢行政とのパートナーシップ推進事業｣に取り組むＮＰＯに対し、ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業支援金を交付します。
　※ ＮＰＯとは、特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」といいます。）及びボランティア団体のことをいいます。
　※２ ＮＰＯサポート団体とは、県内ＮＰＯやボランティア活動を支援する中間支援組織としてのＮＰＯ法人・市町社会福祉協議会のこととします。


１．活動支援事業の内容
  　平成２０年９月１日から平成２１年３月末までに実施する予定の、次に掲げる事業とします。
　　但し、国、自治体、他の助成団体等が行う助成事業等により支援金を受けているものは除きます。（行政とのパートナーシップ推進事業を除く）
	（１）ＮＰＯサポート団体支援事業

	Ⅰ型

【対象団体】
  　県内において、広域的かつ不特定多数の者を対象に、様々なＮＰＯやＮＰＯ・ボランティア活動を支援している中間支援組織であるＮＰＯ法人（以下「中間支援ＮＰＯ」という。）で、３年以上継続して活動している団体。
【事業内容】
   ＮＰＯを育成することを目的として、中間支援ＮＰＯが実施する次のような事業
  （事　　例）
      ①ネットワーク構築事業    ②人材育成事業　 ③ＮＰＯと行政・企業との協働促進に資する事業      ④調査研究事業
      ⑤その他ＮＰＯ支援のために特に必要と認められる事業
【対象経費】
 　諸謝金、旅費交通費、消耗品費、印刷製本費、燃料費、通信運搬費、保険料及び使用料賃借料とし、事業に直接必要な経費に限ります。
 【支援金限度額等】
    交付対象経費（事業に伴う収入がある場合は、交付対象経費支出額から事業に伴う収入を差し引いた額）の４／５以内とし、上限を５００千円とします。（１団体上限５００千円）
Ⅱ型

【対象団体】
  　ＮＰＯの育成・交流支援のための機能を有する「市民活動支援センター」を開設する市町社会福祉協議会             
【事業内容】
   市民活動支援センター開設時等に、ＮＰＯを育成することを目的として行うＮＰＯ支援事業
  （事　　例）
      ①ネットワーク構築事業    ②人材育成事業　 ③ＮＰＯと行政・企業との協働促進に資する事業      ④調査研究事業
      ⑤その他ＮＰＯ支援のために特に必要と認められる事業
【対象経費】
 　諸謝金、旅費交通費、消耗品費、印刷製本費、燃料費、通信運搬費、保険料及び使用料賃借料とし、事業に直接必要な経費に限ります。
【支援金限度額等】
    交付対象経費（事業に伴う収入がある場合は、交付対象経費支出額から事業に伴う収入を差し引いた額）の10／10以内とし、上限を３００千円とします。（１団体上限３００千円）


	（２）ＮＰＯ交流促進事業

	【対象団体】
    ＮＰＯ（ＮＰＯ法人、ボランティア団体）
【事業内容】
  　複数のＮＰＯの交流促進やＮＰＯと地域住民との交流、ふれあいの場の設定など、次のような事業。
  （事　　例）
      ①同一分野のＮＰＯが共通のテーマで行うフォーラム
      ②様々な分野のＮＰＯが参画するＮＰＯフェスティバル
      ③市民の参加や支援を促すためのシンポジウム
④各種啓発活動

⑤子育て支援、高齢者介護
⑥地域防犯、環境保全
⑦まちづくり、地域活性化
⑧上記⑥、⑦などの「プラン・行動計画」等の策定事業
【対象経費】
    諸謝金、旅費交通費、消耗品費、印刷製本費、燃料費、通信運搬費、保険料及び使用料賃借料とし、事業に直接必要な経費に限ります。
【支援金限度額等】
    交付対象経費（事業に伴う収入がある場合は、交付対象経費支出額から事業に伴う収入を差し引いた額）の４／５以内とし、上限を５００千円とします。


	（３）行政とのパートナーシップ推進事業

	【対象団体】
  　協働事業を行うために市町とＮＰＯ等が組織する実行委員会等            
【事業内容】
   市町とＮＰＯ等が協働して行う施設整備等の伴わないソフト事業
  （事　　例）
      ①ネットワーク構築事業    ②人材育成事業　 ③ＮＰＯと行政・企業との協働促進に資する事業      ④調査研究事業　など
【対象経費】
 　諸謝金、旅費交通費、消耗品費、印刷製本費、燃料費、通信運搬費、保険料及び使用料賃借料とし、事業に直接必要な経費に限ります。
【支援金限度額等】
    交付対象経費（事業に伴う収入がある場合は、交付対象経費支出額から事業に伴う収入を差し引いた額）の１／２以内とし、上限を５００千円とします。（１団体上限５００千円）


【事業内容】中の（事例）は、あくまで参考であり、これらに限定するものではありません。自由な発想で事業を組み立てていただいて結構です。
２．申請書等の提出
　　ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業支援金交付申請書等を各１部、（財）県民ボランティア振興基金（以下「基金」といいます。）に提出して下さい。（「７．申請方法」を参照）
３．申請事業の審査
申請事業については審査会を開催し内容の審査、選考の上、採択事業を決定します。
なお、申請団体は、申請の内容について、審査会においてプレゼンテーションを行っていただきます。(五島、壱岐、対馬からの申請については書類審査のみとします。)
４．審査結果
　　審査結果については、審査会開催後、申請団体に速やかに通知します。
５．基金の支援額及び支払い方法
(1)基金の支援額
採択となった事業について、支援金限度額の範囲内で決定します。
(2)支払い方法
事業終了後、ＮＰＯからの事業報告書及び請求書の提出後お支払いします。なお、必要な場合、事業終了前の支払い（一部概算払い）もできます。
６．申請資格
	申請団体は次の要件を満たすこととします。
　　　(1)長崎県内に事務所を有し、長崎県内を中心に活動していること。
　　　(2)ＮＰＯサポート団体支援事業については３年以上、ＮＰＯ交流促進事業については１年以上の活動実績があること。
　　　(3)１０人以上の会員で組織されていること。
　　　(4)予算、決算、事業報告を的確に行っていること。
　　　(5)宗教、政治に関することを主たる目的とするものではないこと。
　　　(6)暴力団又はその構成員等の統制下にある団体ではないこと。


７．申請方法
	提出書類
	別紙様式により申請書を１部提出して下さい。
(1)平成２０年度ＮＰＯ・ボランティア支援事業支援金交付申請書（様式第１号）
(2)ＮＰＯサポート団体支援事業計画書（様式第２号）
(3)ＮＰＯ交流促進事業計画書（様式第３号）
(4)行政とのパートナーシップ推進事業（様式第４号）
　　※ 計画書（様式第２号、第３号、第４号）については、該当する事業の様式をご使用ください。
(5)団体調書（様式第５号）…複数の団体が共同で企画実施する場合は、各団体分を提出して下さい。（以下(6)～(8)も同じ。）
(6)申請団体の組織運営に関する規則（定款、規約等）
(7)申請団体の本事業年度の事業計画書（様式は自由）
(8)申請団体の本事業年度の収支予算書（様式は自由）

	提出方法
	　持参、郵送

	提出期限
	平成２０年８月８日（金）１７時必着

	提出先
	〒850-0862　長崎市出島町２－１１　長崎県男女参画・県民協働課内
　　　（財）県民ボランティア振興基金　担当：川原みゆき、渡辺修一
　　　　℡095-827-7616　Fax095-822-4739　E-mail:v-kikin@eos.ocn.ne.jp
　　　　　　ホームページhttp://volu-npo.jp/　


様式第１号（第３条関係）
                                                      　　年　　月　　日
財団法人県民ボランティア振興基金　理事長　様
                             申請者　住所
                                     団 体 名
                                     代表者名                        印
平成２０年度ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業支援金交付申請書
　平成２０年度ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業について、支援金　　　　　円を交付されるよう、ＮＰＯ・ボランティア活動支援事業支援金交付要綱第３条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。
　関係書類　事業計画書（様式第２号、第３号、若しくは第４号）　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体に関する調書（様式第５号）　　　　　
記
	事業種別
	

	事業名
	


（注）
１．事業種別には、「ＮＰＯサポート団体支援事業」、「ＮＰＯ交流促進事業」、「行政とのパートナーシップ推進事業」のいずれかの事業種別を記入してください。
２．事業名には、事業計画書（様式第２号、第３号若しくは第４号）に記入した事業名を記入してください。
３．事業が複数ある場合は、「事業名欄」に「(1)……事業」「(2)……事業」のように記入してください。（申請書は１通、事業計画書は事業ごとに提出してください）
４．複数のＮＰＯが共同で企画実施する場合は、代表するＮＰＯにおいて作成の上申請して下さい。
様式第２号（第３条関係）
                                    　　　　    ＮＰＯ法人　　　　　　　　　　　　　
ＮＰＯサポート団体支援事業計画書（Ⅰ型・ＮＰＯ用）
	事　業　名
	

	○事業の目的及び必要性
 　（既存資料があれば「別添のとおり」として資料を添付いただければ結構です。以
   下の項目についても同じ。）
   

	○事業の企画概要
 ①事業の内容　　
 ②実施予定時期  
 ③受益対象者及びその人数
 ④事業の効果
   

	○この事業について次年度以降の取り組み



	事　業　実　施　に　係　る　経　費

	  費　　　目
	  　　　　　　　　経　費　の　内　訳（単位：円）
（内訳欄に単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。）

	
	    金　　　額
	  　内　　　　　　　　　　　　　　訳

	基金支援申請額
	  
	

	自主財源
	  
	

	事業に伴う収入
（参加費等）
	  
	

	その他
 （具体的に）
	
	

	収　入　合　計
	                               円

	
	    金　　　額
	    内　　　　　　　　　　　　　　訳

	諸謝金
	
	

	旅費交通費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	燃料費
	
	

	通信運搬費
	
	

	保険料
	
	

	使用料賃借料
	
	

	その他
（具体的に）
	
	

	支　出　合　計
	                               円

	　　支　　援　　金　　申　　請　　額
（交付対象経費支出合計－事業に伴う収入）×4/5、上限500,000円
	                   円


様式第２号の２（第３条関係）
                                    　　　　    団体名　　　　　　　　　　　　　
ＮＰＯサポート団体支援事業計画書（Ⅱ型・市町社協用）
	事　業　名
	

	○事業の目的及び必要性
 　（既存資料があれば「別添のとおり」として資料を添付いただければ結構です。以
   下の項目についても同じ。）
   

	○事業の企画概要
 ①事業の内容　　
 ②実施予定時期  
 ③受益対象者及びその人数
 ④事業の効果
   

	○この事業について次年度以降の取り組み



	事　業　実　施　に　係　る　経　費

	  費　　　目
	  　　　　　　　　経　費　の　内　訳（単位：円）
（内訳欄に単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。）

	
	    金　　　額
	  　内　　　　　　　　　　　　　　訳

	基金支援申請額
	  
	

	自主財源
	  
	

	事業に伴う収入
（参加費等）
	  
	

	その他
 （具体的に）
	
	

	収　入　合　計
	                               円

	
	    金　　　額
	    内　　　　　　　　　　　　　　訳

	諸謝金
	
	

	旅費交通費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	燃料費
	
	

	通信運搬費
	
	

	保険料
	
	

	使用料賃借料
	
	

	その他
（具体的に）
	
	

	支　出　合　計
	                               円

	　　支　　援　　金　　申　　請　　額
（交付対象経費支出合計－事業に伴う収入）×10/10以内、上限300,000円
	                   円


様式第３号（第３条関係）
                                       　　　　 ＮＰＯ名　　　　　　　　　　　　　　
ＮＰＯ交流促進事業計画書
	事　業　名
	

	○事業の目的及び必要性
 　（既存資料があれば「別添のとおり」として資料を添付いただければ結構です。以
   下の項目についても同じ。）


	○事業の企画概要
 ①事業の内容　　
 ②実施予定時期  
 ③受益対象者及びその人数
 ④事業を共同企画するＮＰＯ名
   

	○この事業について次年度以降の取り組み



	事　業　実　施　に　係　る　経　費

	  費　　　目
	  　　　　　　　　経　費　の　内　訳（単位：円）
 （内訳欄に単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。）

	
	    金　　　額
	  　内　　　　　　　　　　　　　　訳

	基金支援申請額
	  
	

	自主財源
	  
	

	事業に伴う収入
（参加費等）
	  
	

	その他
 （具体的に）
	
	

	収　入　合　計
	                               円

	
	    金　　　額
	    内　　　　　　　　　　　　　　訳

	諸謝金
	
	

	旅費交通費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	燃料費
	
	

	通信運搬費
	
	

	保険料
	
	

	使用料賃借料
	
	

	その他
（具体的に）
	
	

	支　出　合　計
	                               円

	　　支　　援　　金　　申　　請　　額
（交付対象経費支出合計－事業に伴う収入）×4/5、上限500,000円
	                   円


様式第４号（第３条関係）
                                       　　　　 団体名　　　　　　　　　　　　　　
行政とのパートナーシップ推進事業計画書
	事　業　名
	

	○事業の目的及び必要性
 　（既存資料があれば「別添のとおり」として資料を添付いただければ結構です。以
   下の項目についても同じ。）


	○事業の企画概要
 ①事業の内容及び期待される効果　　
 ②実施予定時期  
 ③受益対象者及びその人数
 ④実行委員会の構成・組織図等

⑤行政側の所管課・連絡先

   

	○この事業について次年度以降の取り組み



	事　業　実　施　に　係　る　経　費

	  費　　　目
	  　　　　　　　　経　費　の　内　訳（単位：円）
 （内訳欄に単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。）

	
	    金　　　額
	  　内　　　　　　　　　　　　　　訳

	基金支援申請額
	  
	

	行政からの負担金等
	  
	

	ＮＰＯ等の負担金等
	  
	

	事業に伴う収入
（参加費等）
	
	

	その他
 （具体的に）
	
	

	収　入　合　計
	                               円

	
	    金　　　額
	    内　　　　　　　　　　　　　　訳

	諸謝金
	
	

	旅費交通費
	
	

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	

	燃料費
	
	

	通信運搬費
	
	

	保険料
	
	

	使用料賃借料
	
	

	その他
（具体的に）
	
	

	支　出　合　計
	                               円

	　　支　　援　　金　　申　　請　　額
（交付対象経費支出合計－事業に伴う収入）×１/２、上限500,000円
	                   円


様式第５号（第３条関係）
団体に関する調書
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容

	団体名
	

	団体の所在地
	

	TEL／FAX
	

	代表者
	氏名
	

	
	住所
	

	設立年月日
	             年　　　月　　　日

	団体の設立目的
	

	会員数
	                  人

	これまでの主な活動

	

	 今後の活動予定・方針

	

	団体の財政規模
（各会計年度の総支出額）
	前々年度決算額
	 　　　　　　　　　　　   　円

	
	前年度決算額
	 　　　　　　　　　　　   　円

	
	今年度予算額
	 　　　　　　　　　　　   　円

	他の団体等からの資金助成又は委託の実績（過去３カ年）
	


 ※複数の団体が共同で実施する場合は、各団体分を提出してください。
